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現地レポート：下水道における革新的技術の導入普及 
 

ICTを活用した浸水対策施設運用支援システムの導入について 

松田英士・倉本喜文・上原洋平 
 

1．はじめに 1 

 近年、異常気象による局所的集中豪雨が増加し、

全国的にも1時間雨量100㎜を超える豪雨が珍し

くない状況となっており、都市型の浸水被害も今

まで以上に深刻化してきています。広島市におい

ても既存排水系統の能力不足による浸水被害が長

年の課題となっており、その対策として雨水排水

用増補管等のハード整備に努めていますが、中心

市街地における浸水常襲地区の床上・床下浸水解

消率は、平成29年度末で約37％にとどまってお

り、完成までにはまだまだ長い年月と膨大な費用

が必要となります。 
こうした中、広島市では、平成26年度に国土

交通省の下水道革新的技術実証事業（B-DASHプ

ロジェクト）の採択を受け、「ICTを活用した浸

水対策施設運用支援システム実用化に関する技術

実証事業」を国土技術政策総合研究所の委託研究

として取り組みました。本事業は、浸水発生の要

因となる降雨・下水管路内水位等の情報を用いて、

既存ポンプ施設等の能力を最大限に引き出すため

のソフト対策として実施しています。現在は2年
間の実証研究の後、さらなる精度向上を目指して

自主研究を実施しているところです。 

2．実証研究の概要 

2.1 浸水が発生する要因 
 広島市では、昭和26年代から戦災復興事業と

して中心市街地で合流式下水道の整備を進めてき

ましたが、中心市街地は三角州上に形成されてお

り、海抜が低く古くから排水に悩まされている地

域です。さらに近年では、都市化の進展により雨

水浸透域が減り、下水道管に多くの雨水が一気に

流れ込むようになったことから、浸水がたびたび

発生するようになりました。 

──────────────────────── 
Introduction of an Inundation Measure Facility 
Operation Support System Utilizing ICT 

2.2 実証研究に至った背景 
 広島市では、現在、図-1のとおり合流式下水道

で整備した中心市街地の浸水対策として、10年
確率降雨（1時間53㎜）を整備目標に、増補雨水

幹線とポンプ場を計画しています。このハード整

備は平成3年度から整備を進めてきていますが、

前述のとおり完成までにはまだ長い年月が必要と

なります。 
こうした中、下水道管内の水位を把握し、浸水

の前兆を予測することができれば、既存施設の能

力を最大限活かした運用方法を選択することが可

能となり、浸水対策の一助になるのではないか、

というのが研究に取り組んだきっかけです。この

システムを導入すれば100%浸水被害を回避でき

るということではありませんが、ハード対策に時

間がかかる中、情報を見える化し、それを最大限

活用することで低予算かつ早期に浸水被害を緩和

できるようなソフト対策を実現したいという思い

が込められています。 
 

宇品･旭町地区

大州地区

大州雨水貯留池

千田･京橋地区

段原ポンプ場

新千田ポンプ場

三篠･福島･観音地区

江波地区

新宇品ポンプ場

新大州ポンプ場

新江波ポンプ場

吉島地区

新南観音ポンプ場

雨水幹線（整備済）

雨水幹線（未整備）

雨水ポンプ場等（整備済）

雨水ポンプ場（未整備）

凡例

千田雨水１号幹線

 
図-1 中心市街地の浸水対策計画図  
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2.3 実証フィールドの特徴 
 実証フィールドは、たびたび写真-1のような浸

水被害が発生し、抜本的な浸水対策施設が未完成

の広島市江波排水区（329ha）を採用しました。

江波排水区の特徴としては、図-2のとおり江波排

水区に隣接する吉島ポンプ場（合流）と横川ポン

プ場（合流）から、雨天時に遮集水が流入してく

ることです。雨天時に江波排水区の合流幹線が満

水近くになっていたとしても、吉島及び横川ポン

プ場からは遮集水が送水されるため、合流幹線と

遮集管の合流地点付近では管の能力不足によりた

びたび浸水が発生していました。 

 
写真-1 浸水状況（H24.7.3 時間最大雨量58.5㎜）  

一方、各ポンプ場の運転は、自動・手動の違い

はありますが、送水先の水位に関係なくいずれも

規定水位になった場合にポンプを起動・停止して

います。このように、各ポンプ場は相互の稼働状

況を把握せず単独で運用しており、さらに、管路

内の各地点の水位も分からないことから、浸水を

予測した施設運転を行うことが困難な状況でした。 

 
図-2 実証フィールド  

2.4 システムの概要 
 この実証研究では、図-3のように個々の要素技

術（雨量・水位等のデータ計測、情報の収集・表

示、情報の分析と予測、結果の提供）を統合化し

たICTシステムを構築しています。これら各要素

を一体的に連携させたICTシステムを構築し、そ

こから提供される支援情報を活用して、既存施設

能力を最大限に生かした運転を行うことで、浸水

被害を軽減することを目指しています。 

 
図-3 システム全体の構成図  

 

2.4.1 計測プロセス 
雨量情報（写真-2 光雨量計）、水位情報（写真

-3 光水位計）、浸水状況映像情報（光給電カメ

ラ）はリアルタイムで計測するもので、光雨量計

を2台、光水位計を13台、光給電カメラを1台設

置しました。これらの設備は、末端の光源から光

ファイバーを通じて稼働するため設置位置に電源

は不要となっており、また、水位計は防護カバー

を取り付けることで漂流物等による影響を受ける

ことなく機能を発揮できます。 
 

 
写真-2 光雨量計  

データ計測 
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写真-3 光水位計  

 

2.4.2 収集・表示プロセス 
計測したデータは下水道管内に設置した光ファ

イバー（約5.3km）により末端の江波水資源再生

センター内の機器に収集するとともに、これらの

情報の加えて、XRAINの降雨実況データや気象

庁による降雨予測データ、江波ポンプ場の水位・

ポンプ稼働状況などのデータも収集します。 
また、収集した情報は端末に表示できるよう見

える化を図っており、例えば計測された下水道管

内の水位情報は図-4のように表示されます。 
 

 
図-4 管内水位の計測表示画面  

 

2.4.3 予測プロセス 
収集された情報を基に図-5のリアルタイム浸水

予測シミュレーションを行い、短時間で浸水発生

地区を予測するとともに、施設の運用方法を変更

した場合（以下「対策運転」という。）のシミュ

レーションも同時に行い、浸水被害の軽減効果を

図-6のように定量評価します。 

 
図-5 リアルタイム浸水予測シミュレーション画面  

 

 
 

図-6 現状と対策運転実施時の浸水予測画面  

2.4.4 提供プロセス 
シミュレーションの評価結果を施設運転管理者

に支援情報として提供することによって、ポンプ

運用方法の変更の判断をすることができ、図-7の
ような浸水被害の軽減を期待できます。また、将

来的には浸水危険情報を他の危機管理情報と連携

することも計画しています。 

 
図-7 運転方法の変更による浸水被害軽減イメージ  

3．実証結果 

 実証期間中には計測した降雨での浸水の発生が

確認されなかったため、実証フィールドにおける

浸水が発生する最小規模である広島市3年確率降

雨相当まで実績降雨を引き伸ばし、浸水シミュ

レーションを使って現状運転と対策運転を行った

場合の浸水被害軽減効果を試算しました。その結

果、実証フィールドに本技術を導入した場合の浸

水被害軽減期待額は年平均で1億1千5百万円と試

算されました。 
浸水対策におけるハード整備は、多額の予算が
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必要となることなどから、短期間で抜本的な対策

を完成させることが非常に難しいのが現状です。

その点、このシステムは、確立された固有技術を

組み合わせることで一からシステムを構築するよ

りもコストを抑えながら導入することが可能であ

るとともに、より効率的な施設運転を行うことが

可能となるため、短期間に浸水被害の軽減効果が

発揮できる技術となっています。また、今回は一

体的なシステムとして実証研究を行いましたが、

計測技術だけといった要素技術の部分的導入も可

能と考えます。 

4．今後の展開 

 2年間の実証研究を経て、平成28年度からは本

システムの精度向上と、さらなる施設の効率的な

運用方法について検討するために、共同研究体で

自主研究を実施しています。 
平成28年度の自主研究成果としては、実証研

究期間中には計測できなかった浸水が発生する降

雨が発生し、同観測降雨を対象にデータの分析、

リアルタイム浸水予測シミュレーションでの予測

値と実測値の比較を行い、現行システムにおける

予測値の信頼性について確認しました。その結果、

予測が30分以上になると実測との乖離が大きく

なる傾向が得られたことから、平成29年度から

は、シミュレーションモデルの精度向上を図ると

ともに、予測値の信頼性について施設管理者への

提供方法などを検討しています。 
さらに、浸水が発生した実績降雨を用いて、現

況モデルと対策運転モデルによる水位を比較する

ことで対策効果の検証を行いました。その結果と

しては、ポンプ場に近い下流域で対策運転による

水位低減効果が高いということが確認できました。 
 

平成29年度からは、水位低減効果だけではなく

実際の浸水被害の状況把握などを行い、対策運転

よる浸水被害軽減効果の検証をさらに進めていま

す。その他、本システムにより得られる情報を、

どのように提供すれば施設管理者が対策運転に移

行しやすいか、その提供方法や運用方法の変更手

順などについても検討を進めています。 

5．最後に 

本実証事業において実施した研究の成果を踏ま

え、本技術の導入を検討する際の参考にできる資

料として「ICTを活用した浸水対策施設運用支援

システム導入ガイドライン（案）」が平成28年12
月に国土技術政策総合研究所より発刊されており、

本技術が全国そして海外にも普及され、各地で浸

水被害の軽減対策が図れることを期待しています。 
最後に、異常気象により年々増加する浸水被害

から市民の生命と財産を守るために、ハード対策

を着実に進める一方で、自助・共助といった考え

も取り入れつつ、本実証事業のような既存施設の

運用を創意工夫することで少しでも早く浸水被害

の軽減に繋がる技術をこれからも積極的に取り入

れていきたいと思います。 
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